
年 月 日

1．種苗生産の安定化
　・ヒラメは県の指導の下で「ひらめ放流手法改良調査事業」を継続し、放流効果を検証す
　　るとともに、全長50㎜以上の種苗200万尾を安定生産し、放流する。
　・アワビは殻長30㎜サイズの種苗35万個を安定生産し、販売する。
　・その他の魚種として、ナマコの種苗15万個を安定生産し、販売する。

2．県民の要望に応じた種苗の量産技術開発
　　国、県、他機関と技術連携を図り、職員の種苗生産技術の向上に努めるとともに、新魚
　種として、アイナメの量産技術を開発する。

3．経営に見合った借入金の着実な返済を実施する。

　事業の実施に当たっては、経費の節減・技術開発・魚病対策に努め、安価で丈夫な種苗
を生産し、県民へ供給するとともに、県民の要請に応じた新魚種の量産技術開発を進める
ほか、確実な資産運用による収入増に努め、経営の安定化を目指す。

　法人の設立目的
　栽培漁業の振興に関する事業を行い、水産動植物の資源の増大をはかり、もって青森県
内の沿岸漁業の発展と水産物の安定供給に寄与すること。

　中期経営計画における基本方針と目標

　法人の経営目標
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　①　 ヒラメ種苗を安定生産し、放流する。

：

％ ％ ％ ％

　②　 アワビ種苗を安定生産し、販売する。

：

％ ％ ％ ％

　③ ナマコ種苗を安定生産し、販売する。

：

％ ％ ％ ％

2022年度の達成状況に係る法人自己分析・改善点 2022年度の達成状況に係る所管課分析・改善点

　ナマコ種苗の需要に対応し、目標値を上回る生産・販売となっ
た。

種苗生産技術の改良に取り組み、種苗の需要に応え、目標
値を達成している。

2022年度の達成状況に係る法人自己分析・改善点 2022年度の達成状況に係る所管課分析・改善点

　長年続いてきた生産不調（疾病による初期稚貝の大量へい死）
への対策として、前年度に引続き、県外の種苗生産機関から稚
貝を購入、中間育成後に出荷することにより、稚貝の安定供給、
光熱水費の削減に努めた。アワビ種苗の需要に対応し、目標値
を上回る生産・販売となった。

長年続いている初期稚貝の大量へい死の原因や対処法が
明確になっていない中で、県外産稚貝を中間育成後に出荷
する方式に切り替え、種苗の需要に対応し、目標値を達成し
ている。

　

・青森県内のナマコ種苗の需要に対応した生産体制とする。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（最終年度）

【具体的取組】
・ナマコは、1月から親ナマコ養成を行い、5月～6月に採卵、飼育を行う。
・量産技術開発を継続実施する。

【指標（目標値）】 ナマコ種苗を15万個生産

60.00

目標値 15万個 15万個

実績値 32万個 28万個 49万個 43万個

進捗率 91.43

進捗率

実績値

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（最終年度）

100.00 153.33 113.33

80.00 140.00 122.86

15万個 15万個 15万個

9万個 15万個 23万個 17万個

【指標（目標値）】 全長50mm以上の種苗を200万尾生産

【指標（目標値）】
・青森県内のアワビ種苗の需要に対応した生産体制とする。

35万個 35万個 35万個 35万個目標値 35万個

【具体的取組】

200万尾 200万尾 200万尾 200万尾 200万尾

66.00 48.50 50.50 51.00

・アワビは、1月から加温による母貝養成を行い、3月～6月に採卵、飼育を行う。
・翌年度に販売する稚貝を年度末までに確保する。

殻長30mmサイズのアワビ種苗を35万個生産

　

法人名 公益社団法人青森県栽培漁業振興協会

2022年度の達成状況に係る所管課分析・改善点

他県で発生しているアクアレオウイルス感染症を抑止し、種
苗の減産を未然に防いだほか、放流効果をより高めるために
適地集中放流にも取り組んでいる。

132万尾 97万尾 101万尾 102万尾

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（最終年度）

　目標達成に向けた具体的取組と取組指標

2019年度

【取組内容など】

  令和4年度計画理事会において、前年度に引続き、「全長
50mm以上の種苗100万尾とし、紫外線殺菌装置の活用等による
魚病対策、適地集中放流（稚魚の餌（アミ類）が豊富で生残率向
上が期待される河口周辺の砂浜域（１６か所）への集中放流）の
実施により、放流効果増大に努める。」と決定しており、これに対
応した。

2022年度の達成状況に係る法人自己分析・改善点

進捗率

実績値

目標値
　

・ヒラメは加温による親魚養成を行い、必要卵を複数回確保できるようにする。
・4月中旬から温海水による飼育を開始し、9月末までに放流を終了する。

・青森県沿岸のヒラメ資源の安定のため、現状の生産・放流体制を維持する。



　④　 アイナメ種苗の量産技術を開発する。

：

％ ％ ％ ％

　⑤　 職員のスキル向上を図る。

：

％ ％ ％ ％

　⑥ 借入金の計画的な返済を行う。

：

％ ％ ％ ％

進捗率 100.00 300.00 40.00 50.00

2022年度の達成状況に係る法人自己分析・改善点 2022年度の達成状況に係る所管課分析・改善点

  種苗量産技術開発に取組んでおり、生産尾数が増加傾向にあ
る。

新たな栽培対象種として、種苗量産技術開発に取り組んで
おり、目標値に達していないものの、着実に技術を改良して
いる。

目標値 1万尾 1万尾 10万尾 10万尾 10万尾

実績値 1万尾 3万尾 4万尾 5万尾

【取組内容など】
・採卵技術の開発に努め、種卵を確保し、量産体制を確立する。

【指標（目標値）】 アイナメ種苗の量産技術の開発
・アイナメ種苗量産技術を確立し、安定供給体制を確立する必要がある。

　 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（最終年度）

進捗率 350.00 250.00 200.00 150.00

2022年度の達成状況に係る法人自己分析・改善点 2022年度の達成状況に係る所管課分析・改善点

 　種苗生産技術及び疾病対策技術の向上を図るため、関係会
議に職員を出席させている。

生産技術の向上のため、関係会議に担当者を出席させ、ス
キルアップに努めており、目標値を達成している。

目標値 2回 2回 2回 2回 2回

実績値 7回 5回 4回 3回

【具体的取組】
・国、県、他機関との技術連携により、職員の種苗生産技術の向上と意識のスキルアップに努める。

【指標（目標値）】 研修会、技術検討会等へ2回以上参加する。
・種苗の安定生産のため、種苗生産技術の向上、疾病対策技術の向上を図る必要があるため、最低限2回とした。

　 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（最終年度）

進捗率 100.00 100.00 100.00 100.00

2022年度の達成状況に係る法人自己分析・改善点 2022年度の達成状況に係る所管課分析・改善点

   負担金や資産運用益が減少し、厳しい経営環境の中、計画的
な返済を続けている。

計画的な返済を続けており、目標値を達成している。

目標値 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円

実績値 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円

【具体的取組】
・定期貯金を担保にして借入れている97,000,000円の長期借入金の確実な返済。

【指標（目標値）】 毎年100万円以上の返済
・経営に見合った計画的な返済としている。

　 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度（最終年度）
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（単位：人　/　上段：計画、下段：実績）

　無報酬の非常勤役員について、定款の範囲内
で１名追加し、経営合理化の検討など進めてい
る。常勤職員について、経費節減のため計画より
１名減で対応している。

2022年度の実績に係る法人自己分析・改善点

34
　　　　合計（①～⑤）

36
36 36

36
35
34

34
34

2022年度の実績に係る所管課分析・改善点

計画より１名少ない常勤職員数で事業を行い、経
費の節減に努めている。

計画の基本的考え方
2020～2021年度再雇用者３名が退職、2019～2021年度新採用２名及び臨時職員で対応。

　定数管理（役・職員数）

項　　　目

常
勤
役
員

県派遣職員

県職員OB

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

小計①
1 1 1

プロパー職員

民間からの役員

非
常
勤
役
員

県・市町村関係

民間からの役員

小計②
9 8 6 6

民間からの職員

その他の職員

常
勤
職
員

県派遣職員

県職員OB

11 11 11 11
11

小計③
20

　　　　臨時職員⑤
6 7 7 6 6

小計④
0 0 0 0

非
常
勤
職
員

県職員OB

その他の職員

1 1 1 1 1
1 1 1 1

1 1 1 1 1
1

20 21

11

9 8 7 7 7

12 12 12
20 20 20 20
21 21

9 9 9 9 9
9 9 9 9

法人名 公益社団法人青森県栽培漁業振興協会

6 6 6 6

0 0 0 0 0

プロパー職員
9 8 7 7 7
9 8 6 6
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※一般社団法人、公益社団・財団法人用 （単位：千円 / 上段：計画、下段：実績）

(経常収益の推計の考え方)　 ヒラメ負担金は魚価安により低位収入が続く。
(経常費用の推計の考え方)　・2019年度末で1名、2020年度末で2名の再雇用者が退職、2019～2021年度新採用2名及
び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　臨時職員で対応。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　・2021年度末で正職員1名退職、再雇用で対応。

　（うち減価償却費）

　（うち人件費）
60,818 45,145 42,406 51,751 37,774
63,295 45,562 39,774 48,221

838 665 560 481 447
1,165 1,015 867 704

801,428
801,428 801,428

801,428 801,428 801,428 801,428
　指定正味財産期末残高

801,428 801,428 801,428

指
定
正
味
財
産
増
減
の
部

　受取寄付金

801,428 801,428 801,428

　当期指定正味財産増減額

801,428 801,428 801,428

正味財産期末残高　　
879,027 887,643 887,486 894,442 900,974
778,887 763,352 756,872 754,505

　指定正味財産期首残高

一般正味財産期末残高　　
77,599 86,215 86,058 93,014 99,546

▲ 22,541 ▲ 38,076 ▲ 44,556 ▲ 46,923

　一般正味財産への振替額
50,152 50,152 40,870 40,870 40,870

801,428 801,428

一般正味財産期首残高　　
69,405 77,599 86,215 86,058 93,014
15,037 ▲ 22,541 ▲ 38,076 ▲ 44,556

当期経常外増減額　　
13,463 0 0 14,429 0

当期一般正味財産増減額　　
8,194 8,616 ▲ 157 6,956 6,532

▲ 37,578 ▲ 15,535 ▲ 6,480 ▲ 2,367

14,3250 0

経
常
外
費
用

当期経常増減額　　
▲ 5,269 8,616 ▲ 157 ▲ 7,473 6,532

経
常
外
増
減
の
部

経
常
外
収
益

退職給付引当金取崩益
13,463 0 0 14,429 0

計　　
150,439 136,500 133,641 140,957 126,938

6,073 801 0 0

120,392 132,101

　その他（特定資産評価損益）

124,645 123,419 130,642 116,531
143,490 100,090 111,016 122,378

133,484 133,484 133,470

9,723

計　　
145,170 145,116

115,409113,91296,516109,306

　一般管理費
11,596 11,855 10,222 10,315 10,407
11,062 11,160 9,376

　事業費
138,843

その他
6 6 6 6 6

989 489 223 219

受取補助金等
13,152 13,152 3,870 3,870 3,870
12,554 8,408 3,100 3,100

36,873 33,845 26,311 35,050
37,000 37,000 37,000 37,000

7,798

51,092
事業収益

53,574 53,533 51,183 51,183 51,183
51,470 83,503 76,320

計画の基本的考え方

法人名 公益社団法人青森県栽培漁業振興協会

　経営状況（収支計画）

項　　　　　目 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

受取負担金
37,000

720775

2023年度

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部

経
常
増
減
の
部

経
常
収
益

特定資産運用益
41,438 41,425 41,425 41,425 41,411

2,304

13,741 0 0 14,325

▲ 51,319 ▲ 15,535 ▲ 6,480 ▲ 16,692

経
常
費
用

49,428 42,252 29,411 38,150

13,741

160,625 112,051



％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（単位：千円/上段：計画、下段：実績）

％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％

借入金を毎年度1,000千円ずつ確実に返済していく。

11.39

100 100 100 100 0

100 100

   種苗生産は経費に占める光熱水費の割合が高い業務であ
り、国際情勢や円安傾向の影響による電気代などの物価高
騰は支出面において非常に厳しかった中、一般正味財産の
赤字を前年の半分以下に減らすことができた。

2022年度の実績に係る法人自己分析・改善点

558.6 280.3 4027.39 134.03

14.00 14.72 15.65

長期借入金償還計画

項　　　　　目

当該年度借入額（新規）

1,000

計画との
乖離状況

（正味財産期末残高）

（当期一般正味財産増減額）

※計画との乖離状況（計算式）　＝　|（計画値-実績値）| ÷ ｜計画値｜ × 100

92,000
前年度借入残高

96,000 95,000 94,000 93,000

1,000 1,000 1,000

91,000
当該年度末借入残高

1,000 1,000 1,000 1,000

95,000 94,000 93,000 92,000

計画の基本的考え方

当該年度元金償還額
1,000

2022年度の実績に係る所管課分析・改善点

特定資産運用益及び受取負担金等の減少が続き、厳しい
経営環境の中でコスト削減に引き続き取り組んだ結果、一
般正味財産増減額の赤字をさらに減らすことに成功してい
る。

96,000 95,000 94,000 93,000

2021年度 2022年度 2023年度2019年度 2020年度

95,000 94,000 93,000 92,000

計画対比
（年度元金償還額）

（年度末借入残高）

2022年度の実績に係る法人自己分析・改善点 2022年度の実績に係る所管課分析・改善点

   厳しい経営環境が続く中、目標値を達成した。 計画的な返済を続けており、計画を達成している。

100 100 0

※計画対比（計算式）　＝　実績値 ÷ 計画値 × 100
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　特定資産運用益並びに受取負担金等の減少、燃料費高騰等の厳しい経
営環境の中で、コスト削減に引き続き取組み、一般正味財産増減額の赤字
をさらに減らしたことを評価する。
　今後も経営状況を改善していくため、これまで積極的に取り組んできたコ
スト削減の継続実施のほか、事業収益の増加につながる生産技術の改善
や、新たな魚種の種苗量産技術開発等に引き続き取り組む必要がある。

　本県水産業の振興を図っていくためには、水産資源の管理と、効果的な
栽培漁業の推進が重要であり、当協会の果たす役割は大きいものと考え、
当協会設立時に県では出捐金として1/3を拠出している。現在は水産振興
課長が当協会の理事となっていることから、引き続き、事業推進に関する指
導、助言を行っていく。

2022年度の実績に係る所管課意見等

　改善すべき点等

　収支計画等について

　今後の県としての
関与について

法人名 公益社団法人青森県栽培漁業振興協会

　中期経営計画に対する所管課の意見

　所管課の方針

　本県水産業の振興を図るためには、栽培漁業の推進が重要な施策であ
り、これまで実施してきたヒラメ、アワビ、ナマコ栽培事業のほか、新魚種とし
てアイナメの量産技術開発などにも取り組むこととなっており、妥当と考え
る。

　魚種別の生産目標については、第７次の県栽培漁業基本計画との整合性
や需要に応じた生産目標が設定されているほか、職員の資質向上や借入
金の返済についても明記されており、妥当と考える。

　協会職員（常勤理事１名、プロパー職員７名）で各種事業を実施している
が、今後５年間で３名の再雇用者が退職することから、新規採用、臨時職員
で同数を補充する計画となっており、妥当と考える。

　設立当初と経営環境が大きく変わっており、低金利による基金運用益の減
少、魚価安による負担金収入の減少、国・県の行財政改革に伴う補助金の
減少、燃油価格高騰や疾病対策に伴う生産コストの増大など、当協会を取り
巻く情勢が非常に厳しい中、一層の経費節減に取り組むとともに、栽培漁業
の効率化や事業費確保のための技術開発などに取り組み、経営の自立を
図ろうとしており、妥当と考える。

　定数管理について

　目標設定について

　基本方針について


